
（平成２２年５月２６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 18 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 22 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 16 件

年金記録確認兵庫地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 
 

兵庫国民年金 事案 1599 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 44年４月から 46年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年５月から同年 10月まで 

             ② 昭和 42年 11月から 46年３月まで 

    私は、昭和 42 年４月にＡ社を退職したが、その後、私の母親が市役所で

国民年金の加入手続を行い、保険料を払ってくれていたと思う。また、結婚

した後、Ｂ市に住んでいたが、45 年３月ごろにＣ市へ転居した。転居して

すぐに妻が市役所へ行き、国民年金の手続等をしてくれて、それまで払って

いなかった期間の保険料をさかのぼって一括して納付書で払ったと思う。申

立期間の年金記録が無いのは納得できないので、調査の上、記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持している国民年金手帳には、昭和 47年３月 14日発行と記載さ

れているとともに、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の同手帳記

号番号の前後の番号が払い出されている任意加入者に係る被保険者資格の取

得日から、そのころに申立人の加入手続が行われたものと推認される。 

また、申立人の妻は、夫婦の加入手続を行ったころに、納付書でさかのぼっ

た期間の保険料をまとめて納付した記憶があると主張しているところ、申立期

間②のうち、昭和 44年４月から 46年３月までの期間については、過年度納付

が可能な期間である上、申立人の妻がまとめて納付したとする金額は、当該期

間の保険料を過年度納付により納付した場合の保険料額とおおむね一致する。

さらに、申立人が所持している国民年金手帳には、別の期間ではあるが、Ｄ社

会保険事務所（当時）で発行されている過年度納付書により、保険料を納付し



 
 

ている領収書が貼
は

り付けてあることから、44年４月から 46年３月までの期間

についても過年度納付書が発行され、申立人の保険料を申立人の妻が当該納付

書により過年度納付したと考えるのが自然である。 

一方、申立期間②のうち、昭和 42年 11月から 44年３月までの期間につい

ては、上記のとおり、国民年金の加入手続が行われたものと推認される時点に

おいて第１回特例納付により納付可能ではあるが、申立人の妻がまとめて納付

したとする金額は、当該期間の保険料を第１回特例納付により納付した場合の

保険料額と、上記の 44年４月から 46年３月まで過年度納付が可能であった期

間の保険料額を合わせた金額とは一致しない。 

また、申立期間①については、申立人は、申立人の母親が国民年金の加入手

続を行い、保険料を納付していたと主張しているが、申立人に対して、上記と

は別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

さらに、申立人が申立期間①及び②のうち、昭和 42年 11月から 44年３月

までの期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連資料(家計簿、確

定申告書等)は無く、ほかに当該期間の保険料を納付したことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 44年４月から 46年３月までの国民年金保険料については、納付していたも

のと認められる。 



 
 

兵庫国民年金 事案 1600 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36月４月から 38年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36月４月から 38年２月まで       

    国民年金制度が昭和 36 年４月に始まるということで、父親が私の国民年

金の加入手続を行った。嫁ぎ先では、毎月婦人会の班長が自宅に保険料の徴

収に来て、夫婦の国民年金保険料を私が納付し、国民年金保険料納付票に領

収印を押してもらっていたにもかかわらず、未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の入籍日は、昭和 36 年９月＊日であることが確認できるところ、申

立人の国民年金手帳記号番号は、婚姻前の住所地において、申立人の兄弟と連

番で払い出されていたことが確認できることから、申立人の父親が国民年金の

加入手続を行ったとする申立人の主張に不自然さはみられない。 

また、申立人は、国民年金の加入期間について、申立期間を除き国民年金保

険料をすべて納付（394 か月）し、申立人の夫は、申立期間を含む昭和 36 年

４月から 60 歳に到達するまでの期間（401 か月）について、国民年金保険料

をすべて納付していることが確認できることから、申立人及びその夫の国民年

金保険料の納付意識が高かったものと考えられる。 

さらに、申立人は、婚姻後の夫婦二人分の国民年金保険料について、申立人

が、婦人会に納付していたとしているところ、申立人の夫は、申立期間の国民

年金保険料が納付済みであることから、納付意識の高い申立人が、申立期間に

ついて、申立人の夫の保険料のみを納付し、申立人の保険料を納付していない

のは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1601 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年１月から 50年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年１月から 50年１月まで 

昭和 50 年２月に、 舅
しゅうと

から国民年金について過去の期間もさかのぼって

納付できると教えられ、Ａ市役所国民年金課の窓口へ行った。担当者から任

意加入できると言われ、さらに、今なら、20 歳までさかのぼって納付でき

る期間であり、私の場合は 15 万円ほど必要だと言われた。その日は、金額

を書いたメモを渡され、「もし納付されるのだったら、ほかの担当者では最

初から説明しないといけないので、私の名前を書いておきます。」と言われ

た。当時 15 万円は私には大きな金額だったので悩んだが、老後のことを考

え納付した方がいいと考えた。後日 15 万円を持参して、Ａ市役所を訪れ、

２階へ上がって西向きに並んでいる窓口で前回の担当者を呼び出してお金

を渡した。その際、茶封筒に入れた年金手帳を、「大事に保管して下さい。」

と言われて渡されたが、内容を確認しないまま保管した。その後、平成６年

に第三号被保険者から第一号被保険者への切替え手続をした際、資格取得が

50年２月 24日となっており、まとめて払ったはずの期間は未加入期間であ

ることを知った。社会保険事務所（当時）の職員は、支払ったことを自分自

身で証明せよと言うばかりであった。 

昭和 50 年に国民年金に加入して保険料を一括納付した時、実家の妹とお

手伝いさんに、20 歳までさかのぼって納められることを知らせた。妹はす

ぐに加入し 20 歳までさかのって納付したと言っていた。ところが、妹もそ

の記録が消えていたため、Ｂ県の第三者委員会へ申し立てたところ、調査担

当者から私に電話があり、当時の事情を詳しく伝えた。最近になって妹の申

立は認められたと聞いた。私についても詳しく調査してほしい。 

 

 



 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金への加入と特例納付を 舅
しゅうと

から勧められたため、Ａ市役

所へ出向いて担当職員に相談したところ、20 歳までさかのぼって納付するた

めに必要な金額は約 15 万円と教えられたが、高額であるため納付を躊躇
ちゅうちょ

し、

その日は金額と当該職員の名前を書いたメモを受け取って帰ったとしており、

後日、決心して再度市役所へ出向いて当該職員に納付したとしているところ、

オンライン記録によると、申立人は昭和 50年２月 24日に資格取得した任意加

入被保険者であるが、ⅰ）申立人は、担当職員との会話や納付に至る自身の心

情について詳細かつ具体的に主張していること、ⅱ）申立人が訪問した当時の

同市役所の場所や同所における担当窓口の配置についても正確に記憶してお

り、その内容は同市役所からの回答内容と一致すること、ⅲ）申立人が納付し

たとする 15 万円は、当該納付に必要な金額とおおむね一致していることなど

から、申立人の主張には相応の合理性が認められる。 

また、申立人の妹は、申立人に勧められて昭和 50 年３月ごろに国民年金に

加入し、同時に行った特例納付の記録が消失しているとして、年金記録確認Ｂ

地方第三者委員会に申し立てたところ、同委員会では、申立人の妹の特例納付

が、時期、金額などの主張に整合性が認められることに加えて、加入の契機と

なった申立人にも事情を聴取した結果、申立人の妹が申立人から勧められて国

民年金に加入したことは信用できるとして、当該申立てどおり、記録の訂正が

必要であると判断している。 

さらに、申立人の妹は、申立人が国民年金に加入した昭和 50年２月 24日か

ら約２週間後の同年３月 10 日ごろにＣ市で加入していることから、当時、申

立人自身が国民年金に加入して特例納付したことを申立人の妹に伝えたこと

が事実であったと推認できる上、申立人の妹もまた、同様の事情を年金記録確

認Ｂ地方第三者委員会の聴取に対して答えており、申立人及びその妹の供述内

容に不自然な点はみられない。 

加えて、申立期間後の国民年金保険料については、第三号被保険者期間を除

いてすべて納付しており、納付意識の高さがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について

国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1602 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 37年４月から 39年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年１月から 39年３月まで 

    私は、昭和 36年 12月にそれまで勤めていた会社を退職し、店を営んでい

た夫と結婚した。その後、私は、夫の姉と共に店を手伝っていた。 

国民年金保険料は、夫とその姉の保険料と一緒に、店を訪れる集金人に納

付してきたが、２年ほど前に送られてきたねんきん特別便を持って社会保険

事務所（当時）で記録を確認したところ、未納期間があると言われ、大変驚

いた。 

私たちは、納付義務のあるものについては何とかやりくりしてまじめに納

付してきたのに、未納期間があることは考えられない。調査の上、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

       申立期間のうち、昭和 37 年４月から 39 年３月までの期間については、申

立人は、国民年金の加入手続の時期の記憶は無いものの、申立人の夫が営ん

でいた店を訪れる集金人に、申立人の夫及びその姉の保険料と一緒に自分の

保険料を納付したと主張しているところ、国民年金手帳記号番号払出簿によ

ると、申立人、申立人の夫及びその姉の同手帳記号番号は連番で払い出され

ていることが確認でき、申立人が加入手続を行った時点は、申立人の同手帳

記号番号の前の番号が払い出されている任意加入者に係る被保険者資格の取

得日から、37 年 10 月ごろと推認され、加入手続を行いながら、39 年３月ま

で保険料を納付しなかったとは考え難い。 

一方、申立期間のうち、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した後



 

の昭和 37 年１月から 37 年３月までの期間については、上記の申立人が加入

手続を行ったと推認される時点において、過年度納付により保険料を納付す

る必要があるが、申立人は、集金人を通じて保険料を納付したとしており、

別途、国民年金保険料を過年度納付した記憶は無いとしている上、当該期間

に、上記とは別に国民年金手帳記号番号が申立人に払い出されたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

また、申立人、申立人の夫及びその姉が当該期間に係る国民年金保険料を

納付したこと示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期

間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 37年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納付していたも

のと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1603 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 37年４月から 39年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年３月まで 

    私は、昭和 31 年にＡ市に開設された市場において、私の弟が営んでいた

店を弟の妻と一緒に手伝っていた。まだまだ大変な時代ではあったが、まじ

めに信用第一で生きてきた。 

ところが、２年ほど前に送られて来たねんきん特別便を持って、社会保険

事務所（当時）で私と弟、その妻である義理の妹の年金記録を確認したとこ

ろ、未納期間が３年もあると言われた。私たちは、納付義務があると言われ

るものについては、何を置いても支払ってきたのに、保険料の未納期間があ

ると言われても納得できない。 

国民年金保険料は、年配の女性が集めに来ていたと記憶しており、当時の

保険料は 100円であった。まとめて納付した記憶は無いが、３年間も未納が

あるということは考えられないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

       申立期間のうち、昭和 37 年４月から 39 年３月までの期間については、申

立人は、国民年金の加入手続の時期の記憶は無いものの、申立人の弟が営ん

でいた店を訪れる集金人に、申立人の弟及びその妻の保険料と一緒に自分の

保険料を納付したと主張しているところ、国民年金手帳記号番号払出簿によ

ると、申立人、申立人の弟及びその妻の同手帳記号番号は連番で払い出され

ていることが確認でき、申立人が加入手続を行った時点は、申立人の同手帳

記号番号の前の番号が払い出されている任意加入者に係る被保険者資格の取

得日から、37 年 10 月ごろと推認され、加入手続を行いながら、39 年３月ま



 

で保険料を納付しなかったとは考え難い。 

一方、申立期間のうち、国民年金制度発足時である昭和 36 年４月から 37

年３月までの期間については、上記の申立人が加入手続を行ったと推認され

る時点において、過年度納付により保険料を納付する必要があるが、申立人

は、集金人を通じて保険料を納付したとしており、別途、国民年金保険料を

過年度納付した記憶は無いとしている上、当該期間に、上記とは別に国民年

金手帳記号番号が申立人に払い出されたことをうかがわせる事情も見当たら

ない。 

また、申立人、申立人の弟及びその妻が当該期間に係る国民年金保険料を

納付したこと示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期

間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 37年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納付していたも

のと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1604 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 38年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 38年３月まで         

    私は、伯母の家で暮らしている時に、年金制度ができたことを知り、苦し

いけど後々の事を考えて加入した。加入手続は伯母が行い、加入当初から集

金人に、毎月 100円か 200円の保険料を私や伯母が支払っていたのに、未納

期間があることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入当初から集金人に保険料を納付していたと主張して

いるところ、市では、当時集金人に保険料を納付することが可能であったこと

が確認できるとともに、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の同手

帳記号番号は、昭和 36 年２月 21 日に払い出されていることが確認できる上、

オンライン記録によると、申立人は、国民年金の加入期間について、申立期間

を除き国民年金保険料をすべて納付（414か月）していることが確認できるこ

とから、申立人の国民年金保険料に対する納付意識が高かったものと考えられ

る。 

また、申立人は、昭和 38 年８月７日に発行された国民年金手帳を所持して

おり、当該国民年金手帳を見ると、申立期間直後の昭和 38年度から 40年度ま

での国民年金保険料を、３か月ずつ定期的に納付していることが確認できるこ

とから、国民年金保険料の納付意識の高い申立人が、申立期間の保険料を納付

していたものと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1605 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 37年４月から 39年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年３月まで 

    私は、昭和 31 年にＡ市に開設された市場において、当初から店を営んで

いた。戦後の復興時期であっても、まだまだ大変な時代ではあったが、まじ

めに信用第一に生きてきた。 

ところが、２年ほど前に送られてきたねんきん特別便を持って、社会保険

事務所(当時)で私と妻、それに私の姉の年金記録を確認したところ、未納期

間が３年もあると言われた。私たちは、納付義務があると言われるものにつ

いては、何を置いても支払ってきたのに、保険料の未納期間があると言われ

て納得できない。 

国民年金保険料は、年配の女性が集金に来ていたと記憶しており、当時の

保険料は 100円であった。まとめて納付した記憶は無いが、３年間も未納が

あるということは考えられないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

       申立期間のうち、昭和 37 年４月から 39 年３月までの期間については、申

立人は、国民年金の加入手続の時期の記憶は無いものの、申立人が営んでい

た店を訪れる集金人に、申立人の妻及び姉の保険料と一緒に自分の保険料を

納付していたと主張しているところ、国民年金手帳記号番号払出簿によると、

申立人、申立人の妻及び姉の同手帳記号番号は連番で払い出されていること

が確認でき、申立人が加入手続を行った時点は、申立人の同手帳記号番号の

前の番号が払い出されている任意加入者に係る被保険者資格の取得日から、

37 年 10 月ごろと推認され、加入手続を行いながら、39 年３月まで保険料を



 

納付しなかったとは考え難い。 

一方、申立期間のうち、国民年金制度発足時である昭和 36 年４月から 37

年３月までの期間については、上記の申立人が加入手続を行ったと推認され

る時点において、過年度納付により保険料を納付する必要があるが、申立人

は、集金人を通じて保険料を納付したとしており、別途、国民年金保険料を

過年度納付した記憶は無いとしている上、当該期間に、上記とは別に国民年

金手帳記号番号が申立人に払い出されたことをうかがわせる事情も見当たら

ない。 

また、申立人、申立人の妻及び姉が当該期間に係る国民年金保険料を納付

したこと示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の

保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 37年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納付していたも

のと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1606 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から 39年３月まで 

私は、昭和 38 年ごろは、個人経営で店を経営しており、会計などは妻が

担当していた。国民年金の保険料は、集金人が各家庭をまわって収納してお

り、妻が国民年金に加入したので、私の保険料も妻が一緒に集金人に納付し

ていた。 

    平成 19 年ごろに、Ａ社会保険事務所（当時）で年金記録を確認したとこ

ろ、夫婦で同時に保険料を納付していたはずなのに、私だけ昭和 38 年度の

保険料が未納とされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 12 か月と比較的短期間であるとともに、申立人及びその妻は、

昭和 38 年４月以降の国民年金加入期間について、申立期間を除き、国民年金

保険料をすべて納付していることが確認できる。 

また、申立人は、申立人の妻が昭和 38 年に国民年金に加入したことを契機

として、夫婦共に、納付組織の集金人に対し、国民年金保険料を納付するよう

になったとしているところ、その妻の国民年金手帳記号番号の前後の払出し状

況を検証すると、その妻の同手帳記号番号は、39 年１月ごろに払い出された

ことが推認でき、申立人の主張と一致する上、申立期間について、その妻は保

険料が納付済みであることが確認できることから、夫婦の国民年金保険料を一

緒に納付していたとする申立人の妻が、自身の保険料を納付しながら、夫の保

険料を納付しないのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1607 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 36年４月から 37年１月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男   

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 37年１月まで 

             ② 昭和 41年７月及び同年８月 

    私は、昭和 36 年４月に長女の出生届をＡ市役所（当時）に提出に行った

時、窓口で国民年金制度ができたことを知った。後日、妻が手続を行って国

民年金に加入し、私の分の保険料を支払ってくれていた。 

    平成５年ごろ、昭和 36 年から納付した保険料が未納になっていることを

知り、何度も社会保険事務所（当時）に行って確認を求めたところ、平成

21年９月に新たに 23か月の加入記録が見つかったとの連絡を受けた。記録

が訂正された期間より前の昭和 36年４月から 37年１月までの期間と 41年

７月及び８月の期間の保険料についても保険料を納付しているはずなので、

調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立期間①については、Ｂ社会保険事務所（当時）の国民年金手帳記号番号

払出簿（＊）によれば、申立人の同手帳記号番号の払出年月日欄に昭和 38 年

４月８日の日付が押印されているものの、同手帳記号番号の前後に 36 年４月

に免除を受けている者が数人確認でき、また、払出検索システムによれば、申

立人の同手帳記号番号は 36 年４月８日に払い出されていることが確認できる

ことから、同手帳記号番号簿の払出年月日は誤って記載されていると考えられ、

申立人の保険料の納付記録について適正な管理がなされていなかった可能性

がうかがえる。 

また、申立人の国民年金保険料の納付を行っていたとする申立人の妻によれ

ば、さかのぼってまとめて保険料を納付したことは無いとしているところ、申



 

立期間は、上記の国民年金手帳記号番号払出しの時期から保険料の現年度納付

が可能な期間であり、オンライン記録により、申立人は、昭和 37 年２月及び

３月の保険料を納付していることが確認できることから、申立期間①の保険料

についても納付されたものと考えるのが自然である。 

一方、申立期間②については、オンライン記録によれば、平成７年３月 28

日に昭和 41 年７月及び同年８月を国民年金の未加入期間から未納期間へと追

加入力されていることが確認でき、当時、未加入期間とされた時期に保険料を

納付していたとは考え難い。 

また、国民年金の保険料の納付及び手続を担当していた申立人の妻は、申立

人がＣ社を退職後、厚生年金保険から国民年金への切替手続を行った記憶が無

いなど、ほかに申立期間②の保険料を納付していたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は、申立期間のうち、昭和 36年４月から 37年１月までの期間の

国民年金保険料については、納付していたものと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1608 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年８月から 39年３月までの期間及び 43年２月から同年 10

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和 38年８月から 39年３月まで 

             ②  昭和 43年２月から同年 10月まで 

    私は、父の仕事を手伝うため、昭和 38 年７月に会社を退職し、それに伴

い、母親が私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれ

ていた。その後、年金を受給する手続に行った際、過去の記録を確認しても

らったところ、納付となっている 39年４月から 43年１月の前後の期間の国

民年金保険料が未納となっていることが分かった。 

結婚するまでは両親と同居しており、生活費などの費用も払っていたし、

両親の国民年金保険料が納付されていれば、私の国民年金保険料も納付され

ているはずであり、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②は、それぞれ８か月、９か月といずれも短期間である上、

申立人は、申立期間における保険料を、申立人の母親が納付してくれたとして

いるところ、オンライン記録によると、申立人の両親については、昭和 36 年

４月以降、60 歳になるまでの期間の国民年金保険料をすべて納付しており、

申立人の両親の国民年金保険料に対する納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人が所持する国民年金手帳によると、発行日が昭和 39年２月 26

日となっているとともに、申立人の国民年金手帳記号番号の払出しは、申立人

の後に払い出された手帳記号番号における任意加入被保険者の資格取得日か

ら、同年２月までに払い出されていることが推認されることを踏まえると、退

職に伴い母親が国民年金の加入手続を行い、保険料を納付してくれていたとす



 

る申立人の主張に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び②の

国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

兵庫国民年金 事案 1609 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年 10月から 61年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60年 10月から 61年３月まで 

             ② 平成２年 11月 

       国民年金に加入してから一度も保険料を滞納したことが無いと思ってい

たが、年金の請求時に未納期間があることが分かり、おかしいと思ったもの

の、期間も短いのでそのままにしておいた。 

私は、昭和 60 年 10 月からの半年間は、送られてきた納付書に１か月約

6,900円の保険料を添えて市役所の窓口で支払った覚えがあり、また、平成

２年 11 月についても、国民健康保険料の納付通知が約１か月後に送られて

きたので、市役所の窓口で国民年金の手続も一緒に行い、約 9,000円の保険

料を市役所又は銀行で支払った記憶がある。 

夫が、平成３年に亡くなった時から遺族厚生年金を受給していたが、自分

の年金請求の後に、夫が働いていた期間が抜けていることに気付き、社会保

険事務所（当時）へ相談に行ったところ、最初、その期間は見つからないと

言われた。しかし、いとこも同じ会社に勤めていたので、詳しい事情を聞い

て調べてもらうと、抜けていた期間が見つかり、年金額が違っていたという

ことがあった。 

この件があったので、私が保険料を納めた記憶のある未納期間についても、

改めて調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、送付されてきた納付書により１か月約

6,900円の保険料を市役所の窓口で納めていたと申し立てているところ、この

内容は、Ａ市における当時の収納方法と一致する上、保険料額についても、昭



 

和 60 年度における国民年金保険料は 6,740円であり、申立人の記憶とおおむ

ね一致する。 

また、申立人は、昭和 48年 11月から国民年金に任意加入しており、申立期

間を除いて未納期間は無く、申立人の納付意識の高さがうかがえる上、オンラ

イン記録により、60 年４月から同年９月までの保険料を納付していることが

確認できることから、申立期間①についても納付書が発行され、保険料の納付

が可能であったことがうかがえる。 

一方、申立期間②については、オンライン記録及びＡ市の保管する基礎年金

被保険者台帳の記録により、平成８年４月に申立人の年金記録が変更、補正さ

れていることが確認でき、オンライン記録によると、申立人の夫が厚生年金保

険被保険者資格を喪失した２年 11 月を第一号被保険者に係る保険料の未納期

間へと変更し、また、申立人の夫が厚生年金保険被保険者資格を再取得した同

年12月から３年10月までの期間を第三号被保険者に係る特例納付期間へと変

更した記録が確認できる。 

さらに、申立人は、平成２年 11 月の約１か月後に国民健康保険の納付通知

を受け、これを契機に国民年金の加入及び保険料納付を行ったと申し立ててい

るが、Ａ市の国民健康保険加入履歴によると、申立人は、申立人の夫が亡くな

った３年 11 月から同保険に加入していることが確認でき、申立内容と符合し

ない。 

加えて、申立期間②に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料の納付をうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 60年 10月から 61 年３月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認められる。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 1728 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記

録を昭和 46年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月１日から 47年５月 11日まで 

昭和 46年４月１日から 54年７月 15日までＡ事業所で勤務していた期間

のうち、46 年４月１日から 47 年５月 11 日までの期間が年金記録では空白

となっている。厚生年金保険料も控除されていたので、調査願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 46年４月１日から 54年７月 15日までＡ事業所において、

その期間、厚生年金保険に加入していた。」と主張しているところ、当該事業

所から提出された在職証明書により、申立人が申立期間に当該事業所で勤務し

ていたことが確認できる。 

また、オンライン記録により、申立期間にＡ事業所において厚生年金保険

の被保険者記録を有することが確認できる 13人に照会したところ、回答のあ

った４人すべての元同僚は、「申立人は、正社員として勤務していた。当時

は、試用期間は無く、すべての人が厚生年金保険に加入していた。」と回答

している。 

また、上記４人のうちの１人で、Ａ事業所において昭和 46 年９月 20 日に

厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる元同僚は、「申

立人は私が入社する数か月前から正社員として勤務していた。」と証言して

いる。 

さらに、上記４人のうち、申立人のＡ事業所における被保険者資格の取得



 

日と同日に同資格を取得している元同僚一人のオンライン記録によると、Ｂ

事業所から、Ｃ事業所を経て、Ａ事業所に異動し、継続した勤務が確認でき

る。 

加えて、Ａ事業所の給与事務担当者は、「現在は、Ｂ事業所とＡ事業所に

おいては、給与計算事務を別々にしているが、申立期間前後には、Ａ事業所

で一括して給与計算事務を行っていた時期があったと聞いている。」と証言

している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ事業所に係る昭和 47年５月

のオンライン記録から、１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明であるとしており、このほかに確認できる関連資料、周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1729 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社Ｂ出張所に係る資格喪失日の記録を昭

和 51年８月 16日に、同社本社に係る資格喪失日の記録を同年 12 月１日に訂

正し、申立期間のうち、同年６月から同年７月までの期間に係る標準報酬月額

を 20万円、同年 11月の標準報酬月額を 17万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51年６月 16日から同年８月 16日まで 

         ② 昭和 51年 11月１日から同年 12月１日まで 

私は、昭和 42年３月にＡ社本社に入社した。50年４月１日にはＢ出張所

に異動となったが、翌年の 51年６月ごろから同社は経営不振に陥り、同出

張所は閉鎖された。 

Ｂ出張所の閉鎖に伴い同出張所の従業員は解雇されたが、責任者であっ

た私は、残務整理のため昭和 51 年８月 15 日まで同出張所に残り、その翌

日に本社に戻った。 

その後、私は、Ａ社が会社更生法の適用を受けた昭和 51年 11月末まで在

籍していたが、年金記録では厚生年金保険の加入期間に欠落があるので、納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社Ｂ出張所の元同僚の証言及び雇用保険の被保険者

記録から判断すると、申立人が同社Ｂ出張所に継続して勤務していたことが推

認できる。 

また、他の同僚も申立人が申立期間①に当該事業所において勤務していたこ

とを証言しているところ、そのうちの一人が昭和 51 年６月及び７月に係る給

与明細書を所持しており、当該期間の厚生年金保険料が給与から控除されてい

ることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料



 

を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人の昭和 51 年５月の社

会保険事務所（当時）の記録の標準報酬月額から 20 万円とすることが妥当で

ある。 

申立期間②については、申立人がＡ社本社を退職する際に同社から交付され

た健康保険資格喪失証明書における資格喪失年月日の日付は、昭和 51 年 12

月１日と記載されていることに加え、雇用保険の記録においても、申立人が同

年 11月 30日まで同社で被保険者資格を有していたことが確認できる。 

また、上記とは別の元同僚は、「申立人が申立期間②においてはＡ社本社に

勤務していた。」と証言している上、申立人の預金通帳によると、申立期間②

のうちの昭和 51年 11月 26日に、同社から前月と同額の給与が口座に入金さ

れていることが確認できる。 

これらのことから判断すると、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、前月（昭和 51年 10月）と同

じ 17万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社は、既に適用事業所でなくなっている上、当該事業主の連絡先も不

明であることから、ほかにこれを確認できる関連資料及び周辺事情を確認し難

い状況にあり、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1730 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 38 年９月２日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を３万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 38年９月２日から同年 10月１日まで 

私は、昭和 28年６月１日にＡ社に勤め始めてから平成２年 10月末に退職

するまで、継続して勤めていたが、昭和 38 年９月２日付けで同社Ｃ支店に

転勤になった際の厚生年金保険の被保険者記録が１か月欠落していること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する転勤辞令名簿及び雇用保険の被保険者記録から判断すると、

申立人は、同社において継続して勤務し（昭和 38年９月２日にＡ社Ｄ支店（適

用事業所名はＡ社）から同社Ｃ支店へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ｂ社Ｃ支店に係る昭和 38年 10

月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は納付したかどうかは不明であるとしているが、Ｂ社Ｃ

支店が保管する厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書

に記載されている資格取得日が昭和 38年 10月１日となっていることから、事

業主は同日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る同年９月分の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 1731  

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 21年１月 25日に厚生年金保険被保険者の資格を喪

失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められること

から、申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

   なお、昭和 20 年１月から同年 12 月までの標準報酬月額については、50 円

とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年１月 25日から 21年７月１日まで 

    Ａ社は、私が在籍中にＢ社と名称が変わり、申立期間当時も存続していた。

終戦後、私は、残務整理のために昭和 21年まで勤めていた。年金記録の訂

正を願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について終戦直後のＡ社の状況を詳細に記憶しており、

申立人が記憶する元同僚の厚生年金保険被保険者記録からも、申立人が申立期

間について当該事業所に勤務していたことはうかがえるものの、申立人に係る

厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によると、申立人の当該事業所における

同被保険者資格の喪失日は昭和 20年１月 25日であることが確認できる。 

一方、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人に係

る同被保険者資格の喪失日の記載は、「20.１.25」と記載された「０」の部分

が、後から「１」となぞって「21.１.25」に書き換えられているように見える。 

また、上記名簿の被保険者（申立人を含む。）の資格喪失欄を確認したとこ

ろ、昭和 20年８月 25日を境として、その前の期間に厚生年金保険被保険者資

格を喪失した申立人を除く被保険者５人の資格喪失の記載に係る筆跡と、その

後の期間に同資格を喪失した被保険者二人の資格喪失の記載に係る筆跡は明

らかに違っているところ、申立人の資格喪失の記載に係る筆跡は申立期間中の

21年１月 25日に同資格を喪失した被保険者一人の記載に係る筆跡に酷似して



 

おり、同時期に記載されたものであることがうかがえる。 

さらに、Ａ社は昭和 21年１月 25日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっ

ている（以下、全喪という）。 

加えて、申立人は、終戦後のＡ社の社員数は４人ほどであったと証言してい

るところ、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から確認でき

る昭和20年８月25日より後に厚生年金保険被保険資格を喪失した被保険者数

は申立人を含めると４人であることが確認でき、申立人の証言と一致する。 

これらを総合的に判断すると、本来、申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保

険者資格の喪失日は、事業主が当該事業所の全喪日として届け出た昭和 21年

１月 25日であると認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の記録から、昭和 20 年１月から同年 12 月までは 50

円とすることが妥当である。 

一方、昭和 21年１月 26日から同年７月１日までの期間については、上記名

簿によると、Ａ社は同年１月 25 日に全喪しており、当該申立期間における申

立人の勤務実態及び勤務期間は特定できず、厚生年金保険料の控除の有無につ

いて確認することができない上、健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複

数の被保険者を把握したが、所在不明等により当時の状況を照会できる被保険

者は確認できず、申立人が当該申立期間において厚生年金保険に加入していた

ことを裏付ける証言や証拠を得ることができない。 

また、申立人は、Ａ社はＢ社に名称変更したと主張しているが、健康保険厚

生年金保険事業所名簿によると、同社が厚生年金保険の適用事業所であったこ

とは確認できない上、申立人及びＡ社における複数の元同僚の厚生年金保険被

保険者台帳にも、Ｂ社に係る記録は確認できない。 

このほか、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1732 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 22年７月 14日から 30年１月１日まで 

私は、昭和 22年７月から 29年 12月末までの間、Ａ社Ｂ支店で勤務し、

30年１月から 31年２月末までの間、引き続き同社Ｃ部に勤務していた。 

しかし、私の年金記録を見ると、申立期間について脱退手当金が支給され

た記録とされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

から約１年７か月後の昭和31年８月27日に支給決定されたこととなっており、

事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間直後の昭和 30

年１月１日から 31 年３月１日までの被保険者期間についてはその計算の基礎

とされておらず、未請求となっているが、申立人がこれを失念するとは考え難

い上、同一の厚生年金保険被保険者台帳記号番号で管理されているにもかかわ

らず、支給されていない時期が存在することは事務処理上不自然である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1733 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額（平成２年８月及び同年９月は 50万円、同年 10月から４年

８月までは 53 万円）であったと認められることから、申立期間の標準報酬月

額の記録を２年８月及び同年９月は 50 万円、同年 10 月から４年８月までは

53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年８月１日から４年９月１日まで 

    私が、Ａ社で勤務していた期間のうち、平成２年８月１日から４年９月１

日までの標準報酬月額が、実際に受けていた月収と相違している。調査の上、

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初申立人が

主張する額と記録されていたところ、申立人の被保険者資格喪失日（平成４年

９月１日）後の４年９月 10日付けで、２年８月１日にさかのぼって 20万円に

引き下げられている。 

また、オンライン記録により、Ａ社において被保険者となっている 10 人の

元従業員についても、平成４年９月 10 日付けで申立人と同様の引き下げ処理

が行われていることが確認できる。 

一方、Ａ社に係る閉鎖登記簿謄本によると、申立人は、同社の取締役を昭和

63 年２月に辞任しており、同社における複数の元同僚は、「申立人は不動産

開発部長であり、同社の経営には参画していなかった。」と証言している。 

また、Ａ社の複数の元同僚は、「同社の社会保険の事務手続は、申立人では

なく経理担当役員が行っており、申立人は、同社の社会保険の事務手続に関与

することは無かった。」と証言していることから、申立人が当該事務処理に関

与していたとは考え難い。 

さらに、申立人は、「当時は、会社の経営が苦しく、給与の支払が遅延する



 

こともあった。」と供述しており、複数の元同僚も「当時のＡ社では、給与の

遅配が続いていた。」と証言していることから､同社は経営が苦しく、社会保

険料の支払に苦慮していたと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、平成４年９月 10 日付けで行われた遡及
そきゅう

訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該遡及訂正

処理に合理的な理由は無く、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは

認められない。 

このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の申立期間

に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た平成２年８月

及び同年９月は 50万円、同年 10月から４年８月までは 53万円に訂正するこ

とが必要と認められる。 



 

兵庫厚生年金 事案 1734 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 45年 10月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を５万 2,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年９月 30日から同年 10月１日まで 

私のＢ社（後に、Ａ社）における厚生年金保険の資格喪失年月日は昭和

45年９月 30日になっているが、これは間違いであり、私は、月末の９月 30

日まで仕事をし、退職したので、同年 10月１日を資格喪失日とするのが正

しい。当時私は月給制で働いており、月の途中に退職することはあり得ない。

この間違いは、「退職日の翌日を資格喪失日とする。」ということを事務担

当者が知らなくて、間違って処理されたものと思われる。調査のうえ訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 45年９月 30日までＡ社で正社員として勤務した。」と主張

しているところ、オンライン記録によると、同日に厚生年金保険の被保険者資

格を喪失したとされている。しかしながら、同社の元従業員二人は、「同社の

従業員には、日給者と月給者があった」と証言しており、このうち、当時の事

務担当者は、「月給者は月末まで働いて辞めており、申立人も、月給者として

45年９月 30日まで働いていた。申立人の同年９月分の厚生年金保険料は、月

末に支給される同月分給与から控除されているはずである。」と証言しており、

別の元従業員も、「申立人は月給者で正社員だった。月給者は、毎月、厚生年

金保険料を控除されていたと思う。」と証言している。 



 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間当時、Ａ社で勤務し、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 45 年８月のＡ社に係る社

会保険事務所（当時）の記録から、５万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、元事業主は不明であるとしているが、事業主が資格喪失日を昭和 45 年

10月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年９月 30日

と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資

格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 



 

兵庫国民年金 事案 1610 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年 10 月から 49年 11月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月から 49年 11月まで 

    夫の母親が、私の知らない間に、私の国民年金の加入手続と納付を行って

くれていた。その事を知らず、夫の母親が亡くなった昭和 46 年３月の４年

後、友人と市役所に国民年金の加入手続に行った時、市役所の人から「おば

あちゃんが加入されていましたよ。」と知らされた。その時、「空白はもち

ろん埋めます。」といった話をしたのを覚えており、私が国民年金の手続を

行った後、空白となっていた期間の保険料も含め、引き続き集金人に納付し

てきた。 

    ところが、年金を受給する時になって受給額が少ないと疑問に思い、ねん

きん特別便で確認したら、記録が途切れていることが分かった。空白分の保

険料は集金人に納付してきたのに、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、市役所で国民年金の任意加入の手続を行った時、夫の母親が、過

去に申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ってくれていたこと

を知り、それ以降の空白期間を埋められるとの説明を聞き、さかのぼって保険

料を集金人に納付したと主張している。 

しかしながら、市が保管する国民年金被保険者名簿によると、申立人は昭和

49 年 12 月 11 日に任意加入の被保険者資格を取得していることが確認できる

上、オンライン記録によると、申立期間については、申立人の夫は厚生年金保

険の被保険者であることが確認できるため、申立人は国民年金の任意加入の対

象者となり、さかのぼって国民年金に加入し、国民年金保険料を納付すること

が制度上困難である。 

また、オンライン記録によると、申立期間のうち、昭和 45 年 11 月から 49



 

年 11 月までの期間は国民年金の未加入期間と記録されており、申立人が任意

加入の被保険者資格を取得した 49年 12月の時点で、当該期間の国民年金保険

料の納付が行えたとは考え難い。 

さらに、申立期間のうち、昭和 45年 10月は、オンライン記録では未納期間

と記録されているが、上記の国民年金被保険者名簿によると、同年 10 月１日

で国民年金被保険者の資格を喪失していることが確認できることから、その当

時、申立人が国民年金保険料の現年度納付を行えたとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1611 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年１月から 44年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年１月から 44年４月まで 

私がＡ市に住んでいた昭和 40 年ごろ、市の年金係の方の訪問を受けて、

国民年金への加入を勧められ、将来、年をとった時に役立つからと言われ、

家計は決して楽ではなかったものの、加入することに同意した。年金係の方

は、ふっくらとして、控え目な感じの様子で、非常に感じの良い人だった。 

詳しく調査した上、申立期間の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市に居住していた昭和 40 年ごろに、国民年金に加入し、その

後、毎月保険料を納付していたとしているが、国民年金手帳記号番号払出簿に

よると、申立人の同手帳記号番号は、申立人の夫が厚生年金保険の被保険者資

格を喪失した 44 年５月１日より後の同年８月に夫婦連番で払い出されている

上、Ｂ市が保管する国民年金関係届によると、同年７月 21 日に国民年金への

新規加入を申請した旨の記録が確認できることから、このころに加入手続が行

われたものと推認できる。 

また、申立期間については、申立人の夫は厚生年金保険の被保険者期間であ

ることから、申立人は、制度上、任意加入の被保険者とされ、申立期間の保険

料をさかのぼって納付することができない上、申立人が、昭和 40 年ごろに加

入手続を行い、上記とは別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間の保険料納付について、最初はＡ市の集金人に

毎月納付し、その後、当該集金人に頼まれて口座振替で納付したと主張してい

るが、同市によると、申立期間においては、３か月ごとに保険料を収納してい

る上、口座振替制度は昭和 51 年４月以降に導入されたとしており、申立人の

主張と一致しない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連



 

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

      これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1612 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年３月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年３月から同年 12月まで 

 昭和 40 年に会社を退職した際、厚生年金保険の脱退手当金を受け取るよ

り、国民年金に加入し保険料を納めた方がいいと言われ、退職後すぐに国民

年金に加入して保険料を納めてきた。その後、厚生年金保険の被保険者とな

った時期もあるが、厚生年金保険の資格喪失後は、すぐに国民年金の加入手

続をして保険料を納めてきた。 

 社会保険事務所（当時）で私の年金記録を確認したところ、昭和 57 年３

月から 58 年１月までの期間が未加入期間とされていたが、夫の年金記録で

は当該期間は保険料が納付済みとなっており、夫婦同じように納めていたの

に、私だけ未加入期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間直前に勤務していた事業所を退職後すぐに、市役所で国

民年金の加入手続を行ったとしているが、申立人が所持する国民年金手帳を見

ると、申立期間に係る国民年金の被保険者資格の取得及び喪失の記録が記載さ

れていないことが確認できる上、オンライン記録によると、申立期間は未加入

期間とされていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る国民年金保険料について、納付書により銀

行の窓口で納付したとしているが、申立期間は未加入期間であるため、申立人

に対して、申立期間に係る国民年金保険料の納付書が発行されたとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1613 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 39年３月までの期間及び 44年４月から 50年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男   

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 39年３月まで 

             ② 昭和 44年４月から 50年３月まで 

申立期間の保険料は未納になっているが、妻が確かに納付していた。家族

で自営業を営んでいたので、妻によれば、家族の者、おそらく姉が支払って

いたはずで、郵便局かＡ銀行Ｂ支店(当時)で納付していたと思う。妻によれ

ば、集金人が来て払っていたこともあったと言っている。 

地震で店が全壊し、その後の都市計画、区画整理で移動しなければいけな

かったり、店の再建など、本当に大変忙しい 14 年間だった。何か資料が無

いかといろいろ探したが、２年の保険料の納付書以外のものは見付からなか

った。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の同手帳記号番号払出日は、

昭和 36年２月 13日とされており、申立人の姉と連番で払い出されていること

が確認できることから、このころに加入手続が行われたものと推認されるが、

申立人の妻の証言から、当時、申立人の保険料について納付していたと考えら

れる申立人の姉についても、申立人と連番で払い出された同手帳記号番号では、

申立人と同様に保険料の納付が確認できない。 

なお、申立人の姉は、別途、婚姻後に払い出されたとみられる別の国民年金

手帳記号番号により、申立人の申立期間の一部を除く期間について保険料が納

付済みである。 

また、国民年金被保険者原票及び市の国民年金に係る記録においても、申立



 

期間の保険料納付は確認できない上、申立人自身は納付に関与しておらず、申

立人の妻からも納付していたことをうかがわせる具体的な証言が得られない

ことから、当時の納付状況は不明である。 

さらに、申立人が当該期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1614 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年８月から 42年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年８月から 42年２月まで 

    私は、59 歳のときに年金記録を照会する機会があり、記録を確認したと

ころ、両親と話合いをした上で母親が納付した昭和 40年８月から 42年２月

までの国民年金保険料の納付記録が無かった。 

    その時は、家庭の事情で年金記録の訂正の申立てはできなかったが、その

後、年金問題もあり、年金記録を照会したところ、私の国民年金手帳記号番

号及び両親の納付記録が確認できるにも関わらず、申立期間当時、家業の跡

取りとして働いていた長男である私の保険料を母親が納付していないとは

考えられないので、第三者委員会に申し立てた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母親が、昭和 40 年８月に申立人の国民年金の加入手続

を行った上で、申立期間の保険料を納付したとしているが、年金事務所による

と、申立人の国民年金手帳記号番号の払出日は、43年３月 25日であるとして

いる上、オンライン記録によると、申立人に対し、上記とは別の国民年金手帳

記号番号が払い出されていることが確認できないことから、申立人の保険料を

納付したとするその母親が、当時、申立人の申立期間に係る国民年金保険料を

現年度で納付することができたとは考え難く、申立人の主張と相違する。 

また、上記、国民年金手帳記号番号の払出日から、申立期間のうちの一部は

時効により納付できない期間であり、申立人は、当該期間の保険料の納付に直

接関与していない上、納付を行っていたとする申立人の母親は既に死亡してい

るため、具体的な納付状況が確認できない。 

さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料(家計簿等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ



 

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫国民年金 事案 1615 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年４月から 61年３月まで 

    私の父は、私が 20 歳になって国民年金に加入して以来、保険料を納付し

てくれていた。結婚後は、義母が、子供会か婦人会に私の保険料を続けて納

付してくれていた。義母は、「昭和 57年４月 12日から 61年３月 31日まで

の間に、やめると言ったことも休むと言ったことも無く、同年４月から制度

が変わって、保険料をかけなくていいと言われるまで、ずっと保険料をかけ

続けた。」と言っている。 

ねんきん特別便が届き、今回の未加入期間に気付いたが、納得できず、何

度も社会保険事務所（当時）に足を運んだが、同じ回答しかもらえなかった。

何とかもう一度調べ直してもらいたい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の手続及び保険料納付を行っていたとする申立人の義母

は、申立人の婚姻以降、昭和 61 年４月に第三号被保険者となるまで、申立人

の国民年金保険料を納付し続けていたと主張しているが、Ａ町が保管する国民

年金被保険者名簿によると、申立人は、57年４月 12日に国民年金の被保険者

資格を喪失している旨の記載が確認できる上、当該記録は国民年金被保険者原

票の記録と一致していることから、未加入期間である申立期間について保険料

を納付することはできない。 

また、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人の義母が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1735 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年７月４日から 40年７月６日まで 

    私は、それまでの勤務先を退職した直後の昭和 39 年７月４日に兄の紹介

でＡ社に就職し、事業所の寮に住んで勤務していた。 

同じ時期に当該事業所で勤務していた兄や義姉には、厚生年金保険の加入

記録があるのに、私だけ厚生年金保険の加入記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社に、それまでの勤務先を退職した直後から１年間勤務した。」

と主張しているところ、オンライン記録により、申立期間当時に当該事業所で

厚生年金保険被保険者記録が確認できる指導員であった元上司は、「申立人は

当該事業所で勤務していたが、時期については不明である。」と証言している

上、他に有力な証言等も無いため、申立人が申立期間の全期間を通じて当該事

業所に勤務していたことは確認できない。 

また、Ａ社における上記の元上司は、「当時の従業員数は約 60人で、そのう

ち 10 人程度が男性であった。厚生年金保険については、男性は全員加入させ

ていたが、女性は希望者しか加入させていなかった。」と証言しているところ、

オンライン記録によると、申立期間（一部の場合を含む。）において当該事業

所で厚生年金保険被保険者記録がある従業員は、40 人で、そのうち男性は 11

人であることが確認できる。このことから判断すると、当該事業所では、女性

従業員について、全員を厚生年金保険に加入させていたわけでは無かったこと

がうかがえる。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名は無

い上、整理番号に欠番は無く、申立人の記録の欠落をうかがわせる不自然な点

は見当たらない。 



 

加えて、Ａ社において厚生年金保険被保険者記録がある申立人の兄及び義姉

については、現在、証言を得られる状況にない上、当該事業所は既に適用事業

所ではなくなっており、事業主も死亡していることから、申立人に係る当時の

状況を確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1736 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年４月１日から 44年３月 20日まで 

    私は、昭和 43 年３月にそれまで勤めていた会社を退職し、翌月からＡ社

に就職した。同社で勤務した後は、44 年４月から市役所で勤務するように

なった。 

    ねんきん特別便によると、Ａ社で勤務した期間の厚生年金保険の加入記録

が抜けている。３、４人の身内ばかりの会社で、もう倒産してしまったかも

しれないが、年金記録について調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に昭和 43 年４月１日に入社、44 年３月 20 日に退職し、こ

の 11 か月間勤務していたとしているところ、退職日については、申立人が、

その翌月の同年４月１日からＢ共済組合に加入していることがねんきん特別

便で確認できるため、信ぴょう性は高い。 

しかし、申立人のＡ社の入社日については、昭和 44 年２月に入社したとす

る元従業員が、「申立人らしき人物が、自分と同時期に入社したと思う。」と証

言している。 

また、オンライン記録によると、当該元従業員の厚生年金保険被保険者資格

取得日は昭和 44年３月 10日であることが確認でき、43年 11月に入社したと

する元従業員も、「申立人らしき人物が、私よりも後に入社したと思う。」と証

言していることから、申立人がＡ社に勤務していた期間は、申立人が主張する

11 か月間ではなく、44 年２月ごろから同年３月ごろまでの約２か月間であっ

た可能性が考えられる。 

さらに、Ａ社の別の元従業員は、「同社は、入社当初試用期間があり、この

期間は厚生年金保険に加入していなかったと聞いている。」と証言しており、



 

同社の元代表取締役も、「１か月から３か月程度の試用期間が終了した後に、

従業員を厚生年金保険に加入させていた。」と証言している。 

これらのことから判断すると、Ａ社では、従業員を入社と同時に厚生年金保

険に加入させる取扱いではなく、相当期間経過後加入させる取扱いであったと

考えられる。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立期間

前後において健康保険番号に欠番は無く、申立人の記録の欠落をうかがわせる

事情は見当たらない上、申立期間における雇用保険の加入記録も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1737 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 43年９月１日から 44年 11月１日まで 

         ② 昭和 44年 11月１日から 46年１月１日まで 

         ③ 昭和 47年２月１日から 48年５月１日まで 

私は、昭和 43年９月にＡ社に入社して 44年 10月末に退職するまでの間、

継続して同社に勤務し、退職後は空白無くＢ社に入社して 45年 12月末に退

職するまでの間、継続して同社に勤務していた。また、Ｃ社の退職後につい

ても、空白無くＤ社に入社して 48 年４月末に退職するまでの間、継続して

同社に勤務していたが、いずれの事業所においても給料から厚生年金保険料

が控除されていたと記憶しているにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者

記録が無いとされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、Ａ社に勤務していたとしているところ、

申立期間②において勤務したとするＢ社の元事業主は、「Ａ社で勤務してい

た申立人を引き抜いて、当社に来てもらった。申立人はＡ社に半年から１年

ぐらい勤務していたと記憶している。」と証言していることから、申立人が

同事業所に勤務していたことは推認できる。 

    しかしながら、事務センターは、「当該事業所が厚生年金保険の適用事業

所であったとする記録は確認できない。」としている上、法務局においても

当該事業所に係る商業登記の記録は無い。 

    また、Ｂ社の元事業主は、「Ａ社は、当社に勤務していた従業員が独立し

て立ち上げた個人事業所であり、厚生年金保険には加入していなかった。」

と証言している。 

    さらに、申立人は、Ａ社の元事業主及び元同僚の氏名を記憶していないこ



 

とから、同事業所の元従業員から申立人の給与からの厚生年金保険料控除の

有無等について確認することができない。 

  ２ 申立期間②について、申立人は、Ｂ社に勤務していたとしているところ、

同社の元事業主は、「申立人は、昭和 44年ごろから 45年ごろまでの約１年

間、当社に勤務していた。」と証言していることから、申立人が申立期間②

に同社に勤務していたことは推認できる。 

    しかしながら、オンライン記録によると、Ｂ社は、昭和 46 年３月１日に

Ｂ社として厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間②は当該事業

所が厚生年金保険の適用事業所となる前の期間であることが確認できる。 

    また、Ｂ社の元事業主は、「当時の資料は残っていないため、当社が厚生

年金保険に加入する前に申立人の給与から厚生年金保険料を控除していた

かどうかは不明である。」と証言している。 

  ３ 申立期間③について、申立人は、Ｄ社に勤務していたとしているが、事務

センターは、「当該事業所が厚生年金保険の適用事業所であったとする記録

は無い。」としている上、法務局においても当該事業所に係る商業登記の記

録は無い。 

また、申立人は、Ｄ社の元事業主の姓しか記憶していない上、元同僚の氏

名について記憶していないため、同事業所の元従業員から申立人の給与から

の厚生年金保険料控除の有無等について確認することができない。 

  ４ 公共職業安定所の被保険者記録によると、申立期間①及び②の前後の期間

並びに申立期間③以降の期間に係る雇用保険の被保険者記録は確認できる

ものの、申立期間①から③までの期間に係る雇用保険の被保険者記録は確認

できない。 

  ５ このほか、申立人が申立期間①から③までに係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに当該期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①から③までに係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1738 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年５月から 32年８月まで 

私は、「Ａ」という新聞広告を見て応募し、Ｂ社（現在は、Ｃ社）Ｄ支店

に採用され、昭和 30年５月から 32年８月までＥ職員として勤務していた。 

会社からは、「入社当初の３か月間は見習い期間で、その後は実績により

正社員に昇格する。」と聞いていたが、勤務していた全期間について厚生年

金保険加入記録が無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間について、Ｂ社Ｄ支店において勤務していた。」と主張

しているところ、申立人が記憶する元同僚等、同社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿において被保険者資格を有する元従業員に申立人の勤務実態

について確認しても、申立人を記憶する者は無く、具体的な証言を得ることは

できない。 

また、Ｃ社は、申立期間当時におけるＥ職員の社会保険への加入について、

「入社時の委任契約から雇用契約に変更となるまでは、厚生年金保険及び健康

保険には加入させない。また、委任契約から雇用契約への変更は成績により判

断される。雇用契約になると、給与は歩合給に加え、固定給が支払われた。」

と説明しているところ、申立人は、「自分が正社員に昇格して雇用契約となっ

たことについては記憶していない。給与は完全歩合給であった。自身は退職す

るまで、健康保険証を受け取っていない。また、給与から、厚生年金保険料及

び健康保険料が控除されていたかどうかは不明である。」と供述していること

から、申立人は、申立期間において、厚生年金保険及び健康保険が適用されな

い委任契約により勤務していたと考えられる。 

さらに、Ｂ社Ｄ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立期間



 

において申立人の氏名は無い上、整理番号に欠番は無く、申立人の記録の欠落

をうかがわせる事情は見当らない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金保

険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1739 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年２月１日から同年３月 31日まで 

大学卒業後、Ａ社で昭和 28年３月から 31年３月末まで勤務したにもかか

わらず、厚生年金保険被保険者記録では同年１月末で退職したことになって

いる。同年５月からＢ社に入社することが決まっており、Ａ社を同年３月末

に退職することになったのであり、５月入社にもかかわらず１月末に退職す

ることは考えられない上、私が列車でＣ県から故郷であるＤ県に戻ったのは

同年４月２日の雪の降る日であったことは間違いない。申立期間の被保険者

記録を訂正願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の詳細な記憶及び元同僚二人の証言から、申立人が申立期間当時、Ａ

社で勤務していたことは推認できる。 

しかし、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

申立期間当時の事業主、事務担当者及び申立人が自身の退職に伴う担当替えに

より業務を引き継いだと記憶する元同僚二人も既に死亡又は連絡先不明のた

め、申立人の退職日等の勤務実態及び厚生年金保険への加入状況を確認できな

い。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険

者名簿」という。）によると、申立人が自身の業務を引き継いだと記憶する上

記の元同僚二人のうちの一人は、昭和 30 年７月ごろから当該事業所において

勤務していたとみられるものの、申立人の資格喪失日とほぼ同時期である 31

年１月 26日に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、被保険者名簿により把握した申立期間当時の従業員８人に照会した

ところ、６人が申立人のことを記憶していたものの、いずれも「申立人の厚生



 

年金保険の加入状況については分からないが、当該事業所は、在籍している者

の被保険者資格を誤って喪失させるようないい加減なことはしないと思う。自

身の被保険者記録は勤務期間と相違無い。」と回答している。 

加えて、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の記録は被保険

者名簿の内容と一致している。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



 

兵庫厚生年金 事案 1740（事案 838の再申立て）  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年４月 18日から同年５月 31日まで 

    中学校を卒業してすぐ、Ａ丸に諸費用船主負担で手取り 2,000円の月給で

乗船した。船員手帳の交付を受けなければ船員として働くことができないし、

船員保険は任意保険ではなく強制加入である。船員手帳を提示して確認した

当時のＢ海運局の公認印は何を認めているのか。船主の事業所の加入が昭和

28 年８月１日であると言われたが、それ以前にも船主には加入の義務があ

るはずである。申立期間を船員保険に加入していた期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が申立期間についてＡ丸（船舶所

有者はＣ氏）に乗り組み、雇用されていたことは確認できるが、ⅰ）船員手帳

に記載のある雇入期間は、船員保険の加入期間と必ずしも一致するものではな

いこと、ⅱ）申立期間当時は、船員保険の加入が雇入れ時の必須条件ではなか

ったこと、ⅲ）申立てに係る事業所は、申立期間当時、船員保険の適用事業所

になっていないことが確認できること等を理由として、既に当委員会の決定に

基づき、年金記録の訂正のあっせんは行わないとの判断を行った旨、平成 21

年８月 31日付けで通知が行われている。 

今回、申立人は、船員保険は強制加入のため、国が、船員手帳の雇入契約公

認審査の際に、船員保険の加入状況を確認し、適用漏れ等に対しては、届出書

類の提出を求め、保険料徴収をすべきであったとし、これを行わなかったこと

により生じた国及び船舶所有者側の問題を、被保険者に責任転嫁することには

納得できない等として、再度申立てを行っているが、新たな関連資料及び周辺

事情の提示は無く、ほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当

たらないことから、申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1741 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13年１月 12日から同年５月まで 

  私は、Ａ社で勤務していたが、平成 12年 11月＊日に事故に遭い、手足に

障害を負った。 

 事故に遭った後も、平成 13年５月ごろまでは、兄である社長から額面 120

万円の給与のうち 88 万円の手取り額を現金で受け取っていたので、給与か

ら厚生年金保険料も控除されていたと思う。調査の上、年金記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間についてＡ社で継続して勤務していた。」と主張してい

るところ、オンライン記録によると、同社は、申立期間の始期である平成 13

年１月 12 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間は当

該事業所が適用事業所でなくなった後の期間であることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立人は、申立期間においては、健康保険

の任意継続被保険者となっていることから、厚生年金保険の被保険者ではなか

ったことが推認できる。 

さらに、企業年金連合会は、「申立人に係るＢ厚生年金基金の加入記録は、

オンライン記録と一致している。」と回答している。 

加えて、Ｃ公共職業安定所は、「申立期間における申立人に係る雇用保険の

記録は無い」と回答していることから、申立期間において、申立人のＡ社に係

る勤務実態が確認できない。 

   その上、Ａ社の事業主の連絡先は不明であり、当時の従業員からも、平成

13年１月 12日以降の同社における厚生年金保険料の控除についての証言を得

ることができない。 



 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料、周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する 

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を 

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1742 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年８月１日から同年 10月 15日まで 

私は、申立期間に現在の妻と同じ職場で継続して勤務し、妻と同時期に退

職しているのに、私の厚生年金保険の記録が途切れていることに納得できな

い。調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の供述及び元同僚の証言から、申立人が申立期間にＡ社に勤務してい

たことはうかがえる。 

また、Ａ社は、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届及び

資格喪失届を保管しており、当該届書によると、申立人が昭和 44 年３月１日

に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年８月１日に同資格を喪失後、同

年 10月 15日に同社において再度同資格を取得した記載が確認できる上、上記

の資格喪失届の備考欄には、「証返納済」の押印が確認できる。その上、公共

職業安定所から提出された雇用保険被保険者台帳総合照会は、オンライン記録

の被保険者期間と一致する。 

さらに、Ａ社は、「上記の届書以外の資料は保管しておらず、当時の状況は

分からない。」と回答しており、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原

票から所在の確認できた 20 人に申立人の勤務実態について照会し、そのうち

15 人から回答があったものの、厚生年金保険の加入状況や厚生年金保険料控

除など具体的な証言を得ることはできない。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の整理番号に欠番は

無く、申立人に係る記録の欠落をうかがわせる不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係る厚



 

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1743 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年２月１日から 25年５月 23日まで 

    私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）に正社員として昭和 21 年２月１日から 65

歳で退社するまで継続して勤務したにもかかわらず、厚生年金保険被保険者

資格取得日が 25年５月 23日となっている。同社以外に勤務したことが無い

ので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録によると、申立人は、雇用保険（当時は、失業保険）制度が

発足した昭和 22年 11月１日に、Ａ社において同保険の被保険者資格を取得し

ていることが確認できることから、勤務期間は特定できないが、申立期間のう

ち、同年 11月１日から 25年５月 23日までの期間については、申立人が同社

で勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 24 年 10 月 24

日であり、申立期間のうち、21年２月１日から 24年 10月 23日までの期間に

ついては、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となる前の期間である。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、Ａ社が厚生年

金保険の適用事業所となると同時に被保険者資格を取得した元従業員のうち、

連絡の取れた３人は、「自分も厚生年金保険の被保険者資格取得日より前から

同社に勤務していた。」と証言しているものの、当該事業所が適用事業所とな

る前の期間における保険料控除の状況については証言が得られない上、申立人

が、当時厚生年金保険の加入手続をしていたと記憶しているＡ社の元社長は既

に死亡しており、当時の厚生年金保険の加入状況について確認することができ

ない。 

さらに、上記の被保険者名簿にも、上記の元社長、及び申立人が経理事務を



 

担当していたと記憶している元同僚の女性３人のうち１人の氏名が無い。 

これらのことから判断すると、当該事業所では、すべての従業員を、厚生年

金保険に加入させていたわけではなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人が、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを示す関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1744 

 
第１ 委員会の結論 
   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 
 
第２ 申立の要旨等 
  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 
  ２ 申立内容の要旨 
    申 立 期 間 ： 昭和 36年３月 31日から同年４月１日まで 

私は、昭和 36年３月 31日までＡ社に勤務し、給与から厚生年金保険料を

控除されていたはずであり、これは、翌月の４月１日付け資格喪失を誤った

手続だと思うので調査してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、Ａ社で厚生年金保険被保険者資格を有する元同僚３

人は、「申立人が同社で勤務したことは覚えているが、いつまで在籍して勤務

したかは覚えていない。」とそれぞれ証言しており、申立人の勤務実態につい

て具体的な証言を得ることができない。 

また、Ａ社は、既に倒産しており、事業主も死亡していることから、申立期

間に申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことに

ついて確認できない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人が、

昭和 36年３月 31日に被保険者資格を喪失し、健康保険証を返納したことを示

す記載が確認できる。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1745 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年５月 30日から 31年５月 31日まで 

昭和 23 年４月からＡ社に臨時社員として就職し、見習い期間を経て正社

員となり、44 年３月に同社を退職することになった。途中退職することな

く継続して勤務していたにもかかわらず、29年５月 30日から 31 年５月 31

日までの厚生年金保険加入期間が欠落している。申立期間を厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元従業員の証言及び雇用保険の記録により、申立人が同社において勤

務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、「申立期間当時の関連資料は保管していないため、申立人

の申立期間当時の勤務形態等は不明である。」と回答している上、複数の元従

業員は「時期は不明であるが、申立人は一時期、会社を退職していたと思う。」

と証言しており、申立人の申立期間当時における勤務実態について確認するこ

とができない。 

また、オンライン記録によると、申立人は、申立期間直後の昭和 31 年６月

１日に、Ａ社において厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認で

きる一方、雇用保険の記録によると、同日に同社において雇用保険の被保険者

資格を取得していることが確認でき、厚生年金保険の記録と一致する上、同社

の事務担当者は、「厚生年金保険と雇用保険は同時に加入していた。」と証言し

ている。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期間

中の昭和 30 年７月に被保険者資格を有する者の欄には、健康保険証を更新し

たことを示す「30 更」の押印が確認できるものの、申立人の欄には「30 更」



 

の押印がない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1746 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年５月 16日から同年 11月１日まで 

Ａ社在職中に、Ｂ社から強い要望があり、平成３年５月 16日に転職した

にもかかわらず、入社当初の記録が無いことに納得できないので調査願いた

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

元同僚等の証言により、期間は特定できないものの、申立人は申立期間にお

いて、Ｂ社で勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録により、申立期間にＢ社の厚生年金保険被保

険者記録が確認できる４人及び申立人が記憶している元同僚二人のすべてに

申立人の厚生年金保険の加入状況について照会し、そのうち３人から回答があ

ったものの、申立人が申立期間において厚生年金保険に加入していたことを裏

付ける証言や証拠は得られない。 

また、上記の回答のあった３人のうち２人は、「入社当初の数か月間につい

ては社会保険に加入していなかった。」と証言している上、そのうち一人は、

「社長が入社当初の期間については試用期間として社会保険に加入させてい

なかった。」と証言している。 

これらのことから判断すると、当該事業所はすべての従業員について、入社

と同時に厚生年金保険に加入させていたわけではなかったと考えられる。 

さらに、Ｂ社は、「当時の担当者は退職しており、当時の資料もないため、

申立人の申立期間の在籍及び社会保険の加入等について確認することができ

ない。」としている。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金



 

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1747 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 42年 11月 29日から 43年４月８日まで 

私は、昭和 39年６月 13日からＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、42年 11

月 29日から 43年４月８日までの間、Ｃ社（現在は、Ｂ社）に在籍したまま

Ｄ社に出向していたが、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無いことに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、Ｃ社に在籍したままＤ社に出向していたとし

ているが、Ｂ社は、「地震により当時の資料は残っていないため、申立人の勤

務期間等及び申立期間当時にＤ社に従業員を在籍出向させていたのかについ

ては不明である。」と回答している上、Ｄ社は既に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、当時の事業主も亡くなっているため、申立人の両事業所

に係る勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について確認することができな

い。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票により、申立期間にお

いて同社で被保険者資格を有する元従業員 26 人を把握し、聞き取りを行った

が、そのうち二人は、「申立人を記憶しているが、勤務期間や在籍出向してい

たのかは分からない。」と証言している上、残る 24 人は、「申立人を記憶し

ていない。」と証言している。さらに、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者原票により、申立期間において同社で被保険者資格を有する元従業員 11

人を把握し、聞き取りを行ったが、全員が、「申立人を記憶していない。」と

証言しており、申立人の厚生年金保険の加入状況について具体的な証言を得る

ことができない。 

さらに、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立人は、



 

昭和 42年 11 月 29日に被保険者資格を喪失している記載が確認できる上、Ｄ

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票においても、申立人は、43 年４

月８日に被保険者資格を取得していることが確認でき、両原票の記録に不自然

な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1748 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 29年３月から 32年６月まで 

私は、昭和 29年３月にＡ社に就職し、32年６月に同社の閉鎖により退職

するまでの間、同社において継続して勤務していたが、申立期間の厚生年金

保険被保険者記録が欠落していることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 29年３月にＡ社に就職し、32年６月に同社が閉鎖されるま

で継続して勤務していたとしているところ、申立人が所持するＡ社と押印され

た熨斗
の し

及び申立人が申立期間後に勤務したＢ社に就職する際に作成した履歴

書の記載内容から、申立人が申立期間において同社に勤務していたことは推認

できる。 

しかしながら、事務センターは、「Ａ社が厚生年金保険の適用事業所であっ

たとする記録は確認できない。」としている上、商業登記の記録で確認できる

同社の理事長の親族は、「同社は、事務所の敷地内において工場を運営してい

たが、当時の理事長は既に亡くなっており、当時の資料も残っていないため、

同社が厚生年金保険に加入していたかどうかは不明である。」と証言しており、

申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について確認することができ

ない。 

また、Ａ社の破産後に同社を統合したＣ社は、「昭和 33年 11月以降につい

ては、賃金台帳により厚生年金保険に加入していることは確認できるが、それ

以前については伝票しか残っておらず、同伝票からは厚生年金保険に加入して

いたのかは不明である。」と回答している。 



 

さらに、申立人が記憶する元同僚については、オンライン記録によると、Ａ

社に係る厚生年金保険被保険者記録は確認できない上、当該元同僚が一緒に勤

務したとする元従業員の記録も確認できない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1749 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、労働者年金保険被保険者として労働者年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 18年６月１日から 20年９月 30日まで 

私は、定かではないが母や姉が勤務していたＡ社（現在は、Ｂ社）に昭和

18年５月ごろに入社し、21年６月 30日に退職するまでの間、同社にて継続

勤務し、厚生年金保険料を毎月給与から控除されていたと記憶しているにも

かかわらず、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無いとされており納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 18 年５月ごろにＡ社に入社し、21 年６月 30 日に退職する

までの間、同社に継続して勤務していたとしているところ、申立人は当時の会

社の状況を明確に記憶しており、申立人が一緒に勤務していたとする母及び姉

については、オンライン記録によると、同社に係る厚生年金保険被保険者記録

が申立期間の一部において確認できることから、申立人が申立期間に同社に勤

務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、「昭和 26 年以前の人事記録等は既に廃棄処分済み

で残っておらず、当時の状況は不明である。」と回答しており、申立人の勤務

実態及び労働者年金保険の適用状況について確認することができない。 

また、申立人が記憶する元同僚のうち聞き取りを行うことができた唯一の元

同僚は、「申立期間当時については、入社していないので分からない。」と証

言している上、申立期間にＡ社で労働者年金保険被保険者資格を有する元従業

員については、死亡又は連絡先が不明であるため聞き取りを行うことができず、

申立人が申立期間に同社において在籍していたことについて具体的な証言を

得ることができない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿によると、申立人



 

は、昭和 20 年 10 月１日に資格取得し、21 年７月１日に資格喪失した旨の記

載が確認でき、申立期間において同社で被保険者資格を取得している者の中に

申立人の氏名は確認できない上、当該名簿の記録に不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る労働者年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間に係る

労働者年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する 

と、申立人が労働者年金保険被保険者として、申立期間に係る労働者年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

兵庫厚生年金 事案 1750 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年７月１日から 33年２月５日まで 

    Ａ社内で、Ｂ社の社員として昭和 32年７月１日から 33年２月５日まで勤

務した。月給制で、手渡しされた給与明細書には厚生年金保険料が控除され

ていたことを記憶している。調査の上、厚生年金保険記録の訂正を願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の詳細な供述及び元従業員の証言等から、勤務した期間は特定できな

いものの、申立人がＢ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、閉鎖登記簿謄本によると、Ｂ社は既に解散しており、元事業

主も死亡していることから、申立期間当時の申立人の勤務実態及び厚生年金保

険の加入状況について確認することができない。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間に厚

生年金保険の被保険者記録を有し、所在が確認できた 22人に照会したところ、

回答のあった 21 人のうち１人は、「申立人の名前を聞いたことがある。」と証

言しているものの、他の 20 人は、申立人と同じ職種の者一人を含め、申立人

のことを記憶していない。 

さらに、複数の元従業員は、「当該事業所には、試用期間があった。」とそれ

ぞれ証言している。 

加えて、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人の

氏名は確認できない上、整理番号に欠番は無く、申立人に係る記録の欠落をう

かがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立人の給与から厚生年金

保険料が控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 


